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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　上、下のロールアセンブリーのいずれか一方のロールアセンブリーが、軸方向に３分割
以上に分割された分割バックアップロールによってワークロールを支持する機構を有し、
各分割バックアップロールはそれぞれ独立した圧下装置、荷重測定装置および圧下位置測
定装置を備えた圧延機について、上、下ワークロールを接触させて１水準以上のロールア
センブリーのキスロール締め込み圧下位置で、各分割バックアップロールの荷重および圧
下位置を測定し、これを基準状態とし、上、下ワークロールがロール胴長全域にわたって
接触する状態で、分割された上下いずれかのバックアップロールのうちの分割バックアッ
プロールの位置を個々にまたは複数個を同時に変化させた場合の各分割バックアップロー
ルの荷重および変位を、分割されたバックアップロールの数以上の水準数検出し、検出し
たこれらの分割バックアップロールの荷重および変位と、前記基準状態の各分割バックア
ップロールの荷重および変位との差を求め、これら測定値の差のデータ群に基づいて、当
該圧延機の変形特性を表現するパラメーター群を求める圧延機の変形特性同定方法であっ
て、
　４０℃における動粘度が６０ｍｍ2／ｓ未満の潤滑油を用いて、上、下ワークロールの
少なくとも一方の胴長面に、０．１μｍ以上の潤滑膜を形成させた状態で、前記各分割バ
ックアップロールの荷重および圧下位置を測定することを特徴とする圧延機の変形特性同
定方法。
【請求項２】
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　上下のロールアセンブリーが軸方向に３分割以上に分割された分割バックアップロール
によってワークロールを支持する機構を有し、一方のロールアセンブリーの各分割バック
アップロールはそれぞれ独立した圧下装置、荷重測定装置および圧下位置測定装置を備え
、他方のロールアセンブリーの各分割バックアップロールは少なくとも荷重測定装置を備
えた圧延機について、上、下ワークロールを接触させて１水準以上のロールアセンブリー
のキスロール締め込み圧下位置で、前記一方のロールアセンブリーの各分割バックアップ
ロールの荷重および圧下位置、ならびに他方のロールアセンブリーの各分割バックアップ
ロールの荷重を測定し、これを基準状態とし、上、下ワークロールがロール胴長全域にわ
たって接触する状態で、一方の分割バックアップロールの位置を個々にまたは複数個を同
時に変化させた場合の一方の分割バックアップロールの荷重および変位ならびに他方の各
分割バックアップロールの荷重を、分割されたバックアップロールの数以上の水準数検出
し、検出した各分割バックアップロールの荷重および変位と、前記基準状態の各分割バッ
クアップロールの荷重および変位との差を求め、これら測定値の差のデータ群に基づいて
、独立した圧下装置、荷重測定装置および圧下位置測定装置を備えた方のロールアセンブ
リーの変形特性を表現するパラメーター群を、上下のロールアセンブリー別に求める圧延
機の変形特性同定方法であって、
　４０℃における動粘度が６０ｍｍ2／ｓ未満の潤滑油を用いて、上、下ワークロールの
少なくとも一方の胴長面に、０．１μｍ以上の潤滑膜を形成させた状態で、前記各分割バ
ックアップロールの荷重および圧下位置を測定することを特徴とする圧延機の変形特性同
定方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は上、下ロールアセンブリーが、軸方向に３分割以上に分割された分割バックア
ップロールによってワークロールを支持する圧延機における変形特性同定方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、分割バックアップロールの荷重分布を測定し、圧延材とワークロール間の荷重分
布を推定し、これにより圧延後の板クラウン・板形状を高精度に推定し得る圧延機が注目
されている（例えば、特許文献１参照）。
　上記板圧延機の板形状制御では、分割バックアップロールの剛性あるいはそれも含めた
圧延機の変形特性の同定精度が板形状品質に大きく影響する。そこで、本発明者らは、板
圧延機の分割バックアップロールの剛性あるいはそれも含めた圧延機の変形特性を精度良
く、経済的にも安く、短時間で求めることができる方法を発明してきた。
　上記圧延機の変形特性同定方法は、キスロール締め込み状態で各分割バックアップロー
ルの変位と荷重分布を検出し、これを基準状態とし、さらに上、下ワークロールがロール
胴長全域にわたって接触する状態で各分割バックアップロールの位置を個々にまたは複数
個を同時に変化させた場合の各分割バックアップロールの荷重および変位を、分割された
バックアップロールの数以上の水準数検出し、検出したこれらの分割バックアップロール
の荷重および変位と、前記基準状態の各分割バックアップロールの荷重および変位との差
を求め、これらの差を用いて分割バックアップロール系の剛性を表現する変形マトリクス
さらにはそれも含めた圧延機の変形特性を求めるものである（例えば、特許文献２参照）
。
　また、上下とも分割バックアップロールである圧延機の変形特性同定方法に関しても、
同様に特許文献３に開示されている。
　ところで、所定の厚さの潤滑膜を形成させる方法として、潤滑油をガスを使って霧状に
して噴射供給するガスアトマイズ法が特許文献４に開示されている。
【０００３】
【特許文献１】特開平５－６９０１０号公報（第３頁、図１および図２）
【特許文献２】特開平８－１９２２０５号公報（第１頁）
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【特許文献３】特開２００５－１１８８４２号公報（第１頁）
【特許文献４】特開２００３－９４１０４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかし、上記従来方法によって変形特性同定に必要な分割バックアップロールの荷重や
圧下位置などのデータを採取する際に、片側が分割バックアップロールでもう片方が非分
割バックアップロールである圧延機でも、上下とも分割バックアップロールである圧延機
でも、上下ワークロール間の回転軸のズレや、ワークロールの回転軸と各分割バックアッ
プロールの回転軸のズレ等によって、締め込み時にスラスト力が発生する。これらのズレ
（スキュー角）は、分割バックアップロール個々の据え付け精度の不可避的なバラツキに
よって引き起こされるものや、分割バックアップロールを個別に押し引きするときに生じ
る局部的なワークロールの撓みにより押し引きしていない別の分割バックアップロールの
回転軸と撓んだワークロールの回転軸との間に発生するものなどがある。締め込み荷重が
高くなるほどスラスト力は大きくなり、圧延機のスラスト荷重の許容限界を超えて設備破
損を招くこともある。
【０００５】
　さらに、スラスト力はロール胴面に平行に作用する力であるため、分割バックアップロ
ールに備えられた荷重検出機構では精度よく検出することが困難である。つまり、分割バ
ックアップロールに備えられた荷重検出機構によって得られる荷重データにはスラスト力
成分が反映されていないことになる。ロールに働くスラスト力はロールの撓みを助長する
ため、スラスト力が反映されていない荷重データでは、スラスト力が作用しているロール
の撓み量を精度よく計算することは難しく、同定された圧延機の変形特性の精度も悪化す
る。
【０００６】
　一方、形状制御性に優れた圧延機は最終製品の仕上圧延機、つまり形状矯正を目的とし
た精整工程で使用されることが多い。このようなところで使用される圧延機では通常潤滑
圧延は行われない。なぜなら、潤滑油が鋼材製品の表面に不均一に付着すると斑模様にな
り表面品質を著しく低下させるためである。とりわけ分割バックアップロールを有する圧
延機のワークロールや分割バックアップロールに付着した潤滑油は除去しにくく、精整工
程前における鋼材には温度が１００℃以下のものもあるので、潤滑油を鋼材の熱で直ぐに
焼き切ることはできない。従って、潤滑油を使って変形特性を測定することは行われてい
なかった。もし、潤滑油を用いるならば、使用する潤滑油に必要とされる特性として、比
較的低温でも直ぐに熱で焼き切れ、その焼失痕の跡がほとんど判別することができず、表
面品質の低下を引き起こさないようにすることが必要である。
【０００７】
　本発明は、スラスト力をできるだけ低減することで、スラスト力によるロールの撓みを
低減し、スラスト力によるロール撓みの影響が少ない締め込みデータを得ることによって
、高精度で圧延機の変形特性を求めることができる圧延機の変形特性同定方法を提供する
ことを課題としている。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者らは鋭意研究の末、圧延機の変形特性を同定する際に、鋼材製品の表面品質の
低下を招かずに、潤滑油を用いることのできる条件を見出だした。そこで、本発明者らは
この条件を基にして以下の方法を発明した。
【０００９】
　第１発明の圧延機の変形特性同定方法は、少なくとも上、下のロールアセンブリーのい
ずれか一方のロールアセンブリーが、軸方向に３分割以上に分割された分割バックアップ
ロールによってワークロールを支持する機構を有し、各分割バックアップロールはそれぞ
れ独立した圧下装置、荷重測定装置および圧下位置測定装置を備えた圧延機について、上
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、下ワークロールを接触させて１水準以上のロールアセンブリーのキスロール締め込み圧
下位置で、各分割バックアップロールの荷重および圧下位置を測定し、これを基準状態と
し、上、下ワークロールがロール胴長全域にわたって接触する状態で、分割された上下い
ずれかのバックアップロールのうちの分割バックアップロールの位置を個々にまたは複数
個を同時に変化させた場合の各分割バックアップロールの荷重および変位を、分割された
バックアップロールの数以上の水準数検出し、検出したこれらの分割バックアップロール
の荷重および変位と、前記基準状態の各分割バックアップロールの荷重および変位との差
を求め、これら測定値の差のデータ群に基づいて、当該圧延機の変形特性を表現するパラ
メーター群を求める圧延機の変形特性同定方法であって、
　４０℃における動粘度が６０ｍｍ2／ｓ未満の潤滑油を用いて、上、下ワークロールの
少なくとも一方の胴長面に、０．１μｍ以上の潤滑膜を形成させた状態で、前記各分割バ
ックアップロールの荷重および圧下位置を測定することを特徴とする。
【００１０】
　第２発明の同定方法は、上下のロールアセンブリーが軸方向に３分割以上に分割された
分割バックアップロールによってワークロールを支持する機構を有し、一方のロールアセ
ンブリーの各分割バックアップロールはそれぞれ独立した圧下装置、荷重測定装置および
圧下位置測定装置を備え、他方のロールアセンブリーの各分割バックアップロールは少な
くとも荷重測定装置を備えた圧延機について、上、下ワークロールを接触させて１水準以
上のロールアセンブリーのキスロール締め込み圧下位置で、前記一方のロールアセンブリ
ーの各分割バックアップロールの荷重および圧下位置、ならびに他方のロールアセンブリ
ーの各分割バックアップロールの荷重を測定し、これを基準状態とし、上、下ワークロー
ルがロール胴長全域にわたって接触する状態で、一方の分割バックアップロールの位置を
個々にまたは複数個を同時に変化させた場合の一方の分割バックアップロールの荷重およ
び変位ならびに他方の各分割バックアップロールの荷重を、分割されたバックアップロー
ルの数以上の水準数検出し、検出した各分割バックアップロールの荷重および変位と、前
記基準状態の各分割バックアップロールの荷重および変位との差を求め、これら測定値の
差のデータ群に基づいて、独立した圧下装置、荷重測定装置および圧下位置測定装置を備
えた方のロールアセンブリーの変形特性を表現するパラメーター群を、上下のロールアセ
ンブリー別に求める圧延機の変形特性同定方法であって、
　４０℃における動粘度が６０ｍｍ2／ｓ未満の潤滑油を用いて、上、下ワークロールの
少なくとも一方の胴長面に、０．１μｍ以上の潤滑膜を形成させた状態で、前記各分割バ
ックアップロールの荷重および圧下位置を測定することを特徴とする。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明の変形特性同定方法によれば、１水準以上のロールアセンブリーの締め込み圧下
位置における、各分割バックアップロールの荷重の測定に際して、スラスト力の影響を従
来よりも大幅に低減した測定値を、鋼材製品の表面品質を悪化させることなく得ることが
できるので、当該圧延機の変形特性を表現するパラメーター群を精度良く求めることがで
きる。この結果、この変形マトリクスを含む前記パラメーター群を用いることにより形状
制御をより高精度で行なうことができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１２】
　図１および図２は、本発明の変形特性同定方法を実施する圧延機の例を示している。
　板圧延機８は、主圧下装置１７および主荷重測定装置１８がハウジング９に設けられて
いる。ハウジング９内に上インナーハウジング１５および下インナーハウジング４５が設
けられている。上インナーハウジング１５は、主圧下装置１７により昇降可能に配されて
いる。
【００１３】
　上インナーハウジング１５に、上ロールアセンブリー１０が設けられている。上ロール
アセンブリー１０には分割バックアップロール２１～２７が配され、上ワークロール１３



(5) JP 4369934 B2 2009.11.25

10

20

30

40

50

を支持している。また、各々の分割バックアップロール２１～２７には独立した荷重測定
装置３２１～３２７および圧下位置測定装置３４１～３４７が配備されている。図中３０
１～３０７は、各分割バックアップロール２１～２７に独立に配した圧下装置の例である
。図２に示すように、３個の入側分割バックアップロール２２、２４、２６と４個の出側
分割バックアップロール２１、２３、２５、２７とがロール軸方向に交互に配置されてい
る。
【００１４】
　下インナーハウジング４５にも、同様に下ロールアセンブリー４０が設けられ、下ワー
クロール４３を支持している。下ロールアセンブリー４０は、分割バックアップロール５
１～５７、圧下装置６０１～６０７、荷重測定装置６２１～６２７および圧下位置測定装
置６４１～６４７を備えている。入側分割バックアップロール５２、５４、５６と出側分
割バックアップロール５１、５３、５５、５７の配置は、上インナーハウジング１５のも
のと同じである。また、上分割バックアップロール２１～２７と下分割バックアップロー
ル５１～５７とは上下対称となっている。
【００１５】
　なお、下側ロールアセンブリー４０の荷重測定装置６２１～６２７および圧下位置測定
装置６４１～６４７は、変形特性同定時のみ必要である。したがって、変形特性同定時に
、これら装置を備えた、例えば予備のロールアセンブリーを流用することができる。
【００１６】
　第１発明および第２発明の実施の形態は、上記圧延機において、上、下ワークロールを
接触させてロールアセンブリーの締め込み圧下位置で、各分割バックアップロールの荷重
および圧下位置を測定する。第１発明の実施の形態では、これを基準状態とし、さらに上
、下ワークロールがロール胴長全域にわたって接触する状態で各分割バックアップロール
の位置を個々にまたは複数個を同時に変化させた場合の各分割バックアップロールの荷重
および変位を、分割されたバックアップロールの数以上の水準数検出する。第２発明の実
施の形態では、これを基準状態とし、さらに上、下ワークロールがロール胴長全域にわた
って接触する状態で一方の分割バックアップロールの位置を、個々にまたは複数個を同時
に変化させた場合の一方の分割バックアップロールの荷重および変位ならびに他方の各分
割バックアップロールの荷重を、分割されたバックアップロールの数以上の水準数検出す
る。第１発明および第２発明の両方の実施の形態において、そのときに、４０℃における
動粘度が６０ｍｍ2／ｓ未満の潤滑油を用いて、少なくとも上、下のワークロールに０．
１μｍ以上の厚さの潤滑膜を形成させた状態で測定する。潤滑膜を形成させることによっ
て摩擦力が低減し、スラスト力も小さくなる。これによってスラスト力によるロール撓み
量が低減し、より精度の高い分割バックアップロール荷重のデータが得られる。この分割
バックアップロール荷重や分割バックアップロール位置等のデータを用いて、当該圧延機
の変形特性（第ｊ分割バックアップロールに単位荷重が負荷された時の第ｉ分割バックア
ップロールの変位を表す影響係数マトリクスを意味するが、この中に、ハウジングの変形
およびワークロールと分割バックアップロール間の接触による両ロールの偏平変形を含め
た変形マトリクスも含めてもよい）を精度良く同定することができる。
【００１７】
　潤滑膜は締め込み前に事前にワークロールもしくはバックアップロールに形成させてい
てもよいし、締め込みデータ採取中常に、潤滑剤を連続的もしくは断続的に供給すること
によって、潤滑膜の厚さを０．１μｍ以上に保ちながらデータを測定してもよい。潤滑膜
の厚さが０．１μｍよりも小さいと、ロール粗度よりも潤滑膜厚さが小さくなり、摩擦力
低減効果が期待できない。従って、潤滑膜厚さは０．１μｍ以上必要である。十分な摩擦
力低減効果を確保する観点から、潤滑膜厚さは０．３μｍ以上が好ましい。所定の厚さの
潤滑膜を形成させる方法として、特許文献４によって容易に達成できる。すなわち、潤滑
膜を形成させるロールの回転速度と潤滑油の供給量および潤滑油の噴射コーン幅から、所
定の厚さの潤滑膜を形成させるのに必要な噴射時間が決まるので潤滑供給条件が確定する
。
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【００１８】
　使用する潤滑剤は、４０℃における動粘度が６０ｍｍ2／ｓ未満のものでなければなら
ない。４０℃における動粘度が６０ｍｍ2／ｓ以上の潤滑油を使用すると、当該圧延機で
圧延される鋼材の温度では十分に消失せず斑模様となって最終製品に残るからである。４
０℃における動粘度が６０ｍｍ2／ｓ未満であれば、当該圧延機で圧延される鋼材の温度
で最終製品の表面品質を劣化させない程度に消失する。消失しやすさの観点では、４０℃
における動粘度が４０ｍｍ2／ｓ未満であるのが好ましい。
【００１９】
　以下、測定データから変形特性を同定する方法について説明する。
　第ｉ分割バックアップロールに作用する荷重をｑi、その位置に対応する下ワークロー
ルと下第ｉ分割バックアップロールとの間の荷重をｒiとし、上下ワークロールを仮想的
に１本のロールとして求めた、仮想ワークロールの軸心撓みの変形マトリクスをＫW

ij、
求める分割バックアップロール系の変形マトリクスをＫB

ij、ロールクラウンの型式で表
現した仮想ワークロールプロフィルをＣW

i、求める分割バックアップロールプロフィルを
ＣB

i、仮想ワークロール軸心撓みをｙW
iとすると、分割バックアップロールとワークロー

ルの適合条件より、式（１）が得られる。なお、２本のロールを仮想的に１本のロールに
置きかえる手法は、公知の技術であるので詳述は省略する。
　　　ｙW

i＝ＫB
ijｑj＋ＣW

i＋ＣB
i （１）

【００２０】
　　　なお、本明細書の数式では、同添字の繰り返しがある場合にはアインシュタインの
総和規約を用いて表現する。また、ＫB

ijは第ｊ分割バックアップロールに単位荷重が負
荷された時の第ｉ分割バックアップロールの変位を表す影響係数マトリクスであるが、こ
こでは、ハウジングの変数およびワークロール～分割バックアップロールの接触による両
ロールの偏平変形を含めた変形マトリクスを表す。
【００２１】
　実際にはスラスト力によるロール撓み量があるので、これを考慮すると式（１）’にな
るが、スラスト力ｓjは圧延機に備えられている荷重検出機構では測定できないので、変
形特性を同定するときにはスラスト力は無視して求めなければならない。
　　　ｙW

i＝ＫB
ij（ｑj＋ｓj）＋ＣW

i＋ＣB
i 　　（１）‘

【００２２】
　一方、ワークロール撓みは、変形マトリクスＫW

ijおよびワークロールと上下分割バッ
クアップロールとの間に作用する荷重分布ｑi、ｒiを用いて、式（２）で表される。
　　　　ｙW

i＝ＫW
ij（ｒj－ｑj） （２）

　式（２）においても、ｒjおよびｑjの他にスラスト力が考慮されなければならないが、
検出できないため、無視して同定計算を行わなければならない。
【００２３】
　式（１）、式（２）よりｙW

iを消去し、整理すると式（３）が得られる。
ｒi＝ｑi＋［ＫW］-1

ij（ＫB
jkｑk＋ＣW

j＋ＣB
j）（３）

上記の右辺で、［ＫW］-1
jkはＫW

ijの逆マトリクスであり、ｒiはキスロール締め込みに
よって実測されるので、ＫB

jk以外は計算もしくは測定により既知の量である。したがっ
て、未知数はＫB

jkだけであるので、分割されたバックアップロールの数以上の水準数以
上のデータ群があれば、上記の（１）～（３）を用いて、ＫB

jkを求めることができる。
この計算手順は、第１発明（請求項１）および第２発明（請求項２）の両方に使用できる
。第２発明では、上下のロールアセンブリーにおいて、分割バックアップロールの位置を
変えたキスロール締め込みデータを測定することができるので、より精度の高い変形特性
の同定が可能になる。現実的には、上下の分割バックアップロールの位置を変えたキスロ
ール締め込みデータを用いると、データ数が多くなり精度向上にはよいが、計算時間が増
加し非効率であるので、第１発明の手法のように、片側だけの分割バックアップロールの
位置を変えたキスロール締め込みデータを用いても、実用上問題ない精度の変形特性を求
めることができる。
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【００２４】
　式（１）から明らかなように、スラスト力は小さいほど精度の高い締め込みデータが得
られ、変形特性同定精度も向上するが、実際にはスラスト力を完全に零にすることはでき
ない。発明者らの検討によると、実用上問題ないレベルの変形特性の同定精度を得るには
、分割バックアップロール荷重の総和の２％以内に抑えることが好ましい。すなわち、分
割バックアップロール荷重の合計が９８００ｋＮであるとき、スラスト力は１９６ｋＮ以
下であれば、実用上問題ない精度の変形特性を同定することができる。
【実施例】
【００２５】
　４０℃での動粘度が１０ｍｍ2／ｓ、３０ｍｍ2／ｓ、５５ｍｍ2／ｓ、６５ｍｍ2／ｓ、
８０ｍｍ2／ｓの５種類の鉱物油を準備し、これらの潤滑油で上下ワークロールに、０．
０５μｍ、０．１３μｍ、０．４０μｍ、１μｍの４水準の潤滑膜を形成させて、キスロ
ール締込み試験を実施したときの、上ワークロールのスラスト力を測定した。圧延機は上
下のバックアップロールが幅方向に７分割されたもので、入側の分割バックアップロール
が３個、出側の分割バックアップロールが４個の上下対象のロールアセンブリーになって
いるものである。ワークロールの直径は８０ｍｍ、胴長は５５０ｍｍ、分割バックアップ
ロールの直径は１３０ｍｍで胴長は６５ｍｍである。ワークロールチョックには軸方向に
作用するスラスト力を測定する装置が設置されている。スラスト力に対しては６８．６ｋ
Ｎまで計測・許容することができる。締め込み荷重は分割バックアップロール荷重の合計
で８８．２ｋＮとした。ワークロールは約２０ｍ／分で回転させながら締め込み実験を行
った。
【００２６】
　潤滑膜は締め込む前に予め上下ワークロールの胴長面にガスアトマイズ法によって所定
の厚さの潤滑膜を形成させた。ロール胴長面上で広がり幅Ｌ（ｍｍ）が５０ｍｍになるよ
うに、外部混合型の気液２流体ノズルを使ってガス圧力を調整した。ノズルから噴射され
る潤滑油供給量をＱ（ｃｍ3／分）、潤滑油の噴射領域に形成させる潤滑膜の厚さをｄ（
μｍ）、噴射時間をｔ（分）、噴射供給するロールの回転速度をｖ（ｍ／分）とすると、
式（４）の関係式から所定の潤滑膜を形成させるための噴射条件が決まる。
　　　ｄ＝Ｑ／（ｖ×ｔ×Ｌ／１０００）　　　（４）
【００２７】
　５種類の動粘度の潤滑油及び４種類の潤滑油膜厚の条件に対して、最大締め込み荷重条
件のとき（分割バックアップロール荷重の合計が約８８．２ｋＮの条件）のスラスト力を
測定した結果、表１に示すように、本発明では上ワークロールにはたらくスラスト力が大
幅に低減できた。なお、潤滑を用いなかった場合、分割バックアップロール荷重の合計が
約４９０ｋＮのときに、スラスト荷重が６６．６４ｋＮとなり、スラスト荷重許容量にほ
ぼ達したため、予定の８８．２ｋＮの荷重条件での締め込みデータを得ることができなか
った。
【００２８】
　分割バックアップロール荷重の合計が８８．２ｋＮの場合、その２％、すなわちスラス
ト力が１７．６４ｋＮ以内の抑えられれば、実用上問題ないレベルの精度の変形特性が同
定できる。表１に示すように、本発明によれば（表１の二重線枠内）、スラスト力が１７
．６４ｋＮよりも小さな値になっているので、精度上問題ないレベルの変形特性が得られ
る。
【００２９】
　さらに実際に締め込み試験を行った直後に５ｍｍの板厚、３００ｍｍの板幅、２５００
ｍｍの板長さのスケールが表面についた鋼板を圧延した。鋼板の圧延時の温度は５０℃、
１００℃、２００℃、３００℃の４水準とした。このときワークロールや分割バックアッ
プロールには締め込み試験で使用した潤滑油が残存している。圧延後の板表面の潤滑油転
着状況を目視観察した結果も表１に示した。
　その結果、本発明によると、鋼板の表面に転着した潤滑油はほとんど消失して目視認知
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できない状態であったが、本発明以外の条件では、潤滑油膜厚さに関係なく潤滑油転着痕
跡が残存した。
【表１】

　○：潤滑油転着痕跡無し、△：若干の潤滑油転着痕跡あるが品質上問題なし
　×：潤滑油転着痕跡あり
【図面の簡単な説明】
【００３０】
【図１】本発明の方法を実施する上、下分割バックアップロールを備えた圧延機を示す側
面図である。
【図２】図１に示す圧延機の分割バックアップロールの配置を示す平面図である。
【符号の説明】
【００３１】
　８　　分割バックアップロール型板圧延機
　９　　ハウジング
　１０、４０　　ロールアセンブリー
　１３、４３　　ワークロール
　１５、４５　　インナーハウジング
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　１７　　主圧下装置
　１８　　主荷重測定装置
　２１～２７　　上分割バックアップロール
　３０１～３０７　　上分割バックアップロール圧下装置
　３２１～３２７　　上分割バックアップロール荷重測定装置
　３４１～３４７　　上分割バックアップロール圧下位置測定装置
　５１～５７　　下分割バックアップロール
　６０１～６０７　　下分割バックアップロール圧下装置
　６２１～６２７　　下分割バックアップロール荷重測定装置
　６４１～６４７　　下分割バックアップロール圧下位置測定装置

【図１】 【図２】
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